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がん医療現場の心理士の業務と研修に
関する調査（第二報）

― 自由記述の質的分析 ―

兒玉憲一・栗田智未1・品川由佳・中岡千幸
（2008年10月２日受理）

A Qualitative Study on Services and Training Systems of Clinical Psychologists 
Working with Cancer Patients in Japan

Kenichi Kodama, Tomomi Kurita, Yuka Shinagawa and Chiyuki Nakaoka

Abstract: The purpose of this study was to clarify clinical psychologists’ practical problems 
of services and training in working with cancer patients and their family members.　In 
2007, a questionnaire on services and training systems was sent to 205 clinical psychologists 
in palliative care, for which 66 respondents (32.1%) returned completed questionnaires.   
The two open questions of the survey were qualitatively analyzed.　The main results 
were as follows: (a) Asked about any problems of the services and training, 27 (40.9%) 
respondents mentioned some practical problems, and most respondents emphasized the 
difficulties of working alone and the importance of their collaborative efforts in 
interdisciplinary teams.　(b)Asked about any requests for our research project, 25 (37.9%) 
respondents answered.　Most requested a feedback of the results of this survey, the 
online/offline networks of clinical psychologists, and the lists of reliable supervisors.　Finally, 
several methods to solve those problems were proposed and discussed.

　Key words: �cancer patient, palliative care, clinical psychologist, qualitative study
　キーワード：がん患者，緩和ケア，臨床心理士，質的研究

背景と目的

　わが国のがん医療及び緩和医療（以下，がん医療）
が大きく変わりつつある。１年に33万人ががんで死亡
するなか，がん患者やその家族の強い要望を受け，が
ん対策を総合的かつ計画的に推進するため，2007年４
月に「がん対策基本法（以下，本法）」が施行され，
同年６月に「がん対策推進基本計画」が閣議決定され，
医師はもちろん，看護師をはじめとするコメディカル
スタッフの教育研修が国家的な規模で開始された。全
国どこでも高い水準のがん医療を提供するため，国立

がんセンターを中心に全国360を超える地域がん治療
連携拠点病院（以下，がん拠点病院）が指定され，な
おその数は増えている。従来，緩和ケアは，ホスピス，
緩和ケア病棟を中心に行われていたが，がん拠点病院
の多くに緩和ケア病棟はなく，急きょ編成された緩和
ケアチームが全科の患者の緩和ケアを主治医とともに
行っている。しかも，こうした病院は入院期間が10日
前後の急性期病棟がほとんどであり，緩和ケアがどこ
まで浸透するか危ぶむ声もある。
　こうした状況で，この分野の臨床心理士及び心理士

（以下，心理士）の業務や研修機会の実態を明らかにし，
2004年の同様の調査 （兒玉・内野・磯部， 2004， 2005， 
2006， 兒玉， 2007a）と比較するため，2007年秋に質1 保健管理センター
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問紙調査を行った（兒玉・品川・内野，2007）。ただ，
前稿では，量的分析を中心に報告し，自由記述回答の
分析はできなかった。そこで，本稿では，量的分析の
要約と補遺を行うとともに，自由記述回答の質的分析
を行い，がん医療現場の心理士の意識をより具体的に
明らかにすることを第１の目的とする。また，筆者ら
が立ち上げた「がん医療現場の臨床心理士支援のため
の病学連携の試み」と題するブリッジプロジェクト（以
下，本研究プロジェクト  http://home.hiroshima-u.
ac.jp/r740532/bridge/）が，2007年秋から2008年秋ま
で関与した活動を通して，この分野の現状と課題につ
いて考察することを第２の目的とする。ちなみに，「病
学連携」とは，がん医療現場の心理士と臨床心理士養
成大学院教員による連携のことである。

量的分析の要約と補遺

目　的
　がん医療現場の心理士の業務と研修の実態を質問紙
を用いて明らかにする。
方　法
　対象及び手続き　snowball sampling 法。第26回日
本心理臨床学会（2007年９月28-31日）の会場で，が
ん医療現場の心理士100名に質問紙を配布し，郵送及
びインターネットで回収（学会経由）。また，2007年
10月に，がん拠点病院のうち105病院に郵送法で配布
回収（拠点病院経由）。質問紙の構成　①所属，雇用
形態等を聞く質問６項目，②業務内容とその満足度を
聞く質問15項目，③研修機会とその満足度を聞く質問
５項目，④大学院教員とのかかわりを聞く質問８項目，
⑤性別，年齢，臨床経験など属性を聞く質問５項目，
⑥本調査への意見を聞く１項目（自由記述），計40項目。
結　果
　分析対象者の属性　有効回答者は66名（有効回答率
32.2％）。学会経由40名，拠点病院経由26名。男性11
名（16.7％），女性55名（83.3％）。年代別には30代と
40代で４分の３を占めた。臨床経験の累計年数は10年
未満が７割を占めた。がん医療での臨床経験は５年未
満が９割を占めた。過去３年間でのがん担当事例数は
10事例未満が４割，30例以上が３割と２極化傾向が見
られた。所属別内訳　所属する病院は，総合病院６割，
大学病院２割。所属病院の７割弱が拠点病院であっ
た。所属する科は精神科心療内科所属と全科対応の新
たな組織所属に二分された。雇用形態は，常勤６割，
非常勤３割。回答者の８割の病院に緩和ケアチームが
あり，４分の３が自らもチームの一員だった。チーム
内で役割や業務が明確と応えたのは４分の３だった。

業務内容　スタッフからの患者家族に関する相談
80.1％，患者本人カウンセリング78.5％，家族カウン
セリング64.6％，スタッフ自身の悩み相談66.1％，教
育研修37.1％，心理査定26.7％，患者家族会21.3％，研
究16.1％の順だった。研修機会　参加する学会は，日
本心理臨床学会35.6％，日本臨床心理士会20.0％，日
本サイコオンコロジー学会17.0％，日本緩和医療学会
13,3％，死の臨床研究会11.9％の順だった。がん事例
についてスーパービジョンを受けているのは27.4％に
過ぎなかった。４割が相談相手がおらず孤立してい
た。また，７割近くが研修機会に恵まれていないと答
えた。大学院教員とのかかわり　４割が大学院の教員
と仕事上かかわりがあり，そのうち，「メールや電話
で相談」，「定期的にスーパービジョン」，「不定期にスー
パービジョン」の順に多かった。（以下，補遺。）教員
名（敬称略）：磯田雄二郎（静岡大学），笠井仁（筑波
大学，現静岡大学），吉川吉美（いわき明星大学），佐
方哲彦（武庫川女子大学），山下景子（徳島文理大学），
服巻豊（鹿児島大学）。また，大学院教員にかかわっ
ていない理由は ｢ 専門の大学院教員が身近にいるかど
うかわからない」が半数を占め，｢ 現場で支援が得ら
れており大学院教員を活用する必要がない」は１割
だった。もし近くにがん医療専門の大学院教員がいた
ら，「不定期のセミナーに参加する」，「不定期にスー
パービジョン」，「定期的にスーパービジョン」の順に
多かった。かかわりたい教員：小池眞規子（目白大学），
皆藤章（京都大学），岸本寛史（京都大学），岩満優美

（北里大学），乾吉佑（専修大学）。臨床経験と業務内
容等との関連　がん患者家族事例の担当数が多くなる
と，スタッフや患者からの相談も増え，研修機会も増
え，自らも研修に励むようになる（表１）。雇用形態
と業務内容等との関連　非常勤群よりも常勤群の方
が，スタッフから個人的な悩みを相談され，学会出張
などの研修機会にめぐまれている（表２）。所属科と
業績内容等との関連　精神科所属群よりも非精神科所
属のいわゆる全科対応の組織所属群の方が，がん患者
家族，さらにはがん医療スタッフの相談を受けやすく，
がん医療に関する研修意欲が高い（表３）。
考　察
　３年半の変化　この３年半の間に，常勤の割合が
35.9％から62.1％に大幅に増加した。また，がん医療
チームの中で「役割が明確」と回答した割合が45.4％
から75.6％に増えた。臨床心理士の相談相手がいる割
合が35.7％から59.7％に増えた。しかし，研修機会に
恵まれている割合は，31.1％と低迷している。業務内
容の特徴　心理士が緩和ケアの専門スタッフとして常
勤採用され，患者家族とのかかわりを深めれば深める
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ほど，緩和ケアチームはもちろん緩和ケア病棟，さら
には一般病棟のスタッフから「こころの専門家」とし
て相談をされるようになることがわかった。ところで，
がん電話相談，患者家族会やサポートグループ支援な
どの業務は，緩和医療科，緩和ケア病棟・ホスピス，
がん支援センターなど緩和ケア専門の組織に所属する
ごくわずかな心理士しか担当していなかったが，今後
こうした業務を担当する心理士も増えることも予想さ
れる。大学院教員とのかかわり　かかわる必要がない
というのはごく少数で，もし身近にがん医療専門の大
学教員がいれば，スーパービジョン，セミナー，研究
会などへの出席を希望していた。総じて，がん医療現
場の心理士の大学院教員に対する期待は大きいが，そ
の期待に応えてくれる教員が身近にいない，あるいは
いるのかどうかさえわからないと答えていた。した
がって，現場の心理士を支援する大学教員に関する情
報を収集し，公開する必要があることがあらためて明
らかになった。

業務に関する自由記述の分析

目　的
　自由記述回答の質的分析を通して，がん医療現場の

心理士の業務と研修に関する意識を明らかにする。
方　法
　質問の②業務に関する質問の最後に，「現在の業務
内容全般についてとくに思うことがありましたら，自
由にお書きください。」と自由記述で回答を求めたと
ころ，27名（40.9％）から回答を得た。
結果と考察
　27個の回答は内容によって，６個のグループに分け，
表４に示すように，各グループにタイトルを付け，多
い順に G1-1から G1-6までに並べ，各グループごとに
量的分析結果も踏まえて考察を試みた。なお，各回答
の末尾の（　）内に，回収経路（学会経由か拠点病院
経由）と，それぞれの回収順の通し番号を付した。
　G1-1：一人職場，非常勤では限界がある（６名）
　以前から精神科等で心理臨床に携わっていた心理士
にとって，緩和ケアはトップダウンの業務命令であ
る。所属病院ががん拠点病院の指定を受け，緩和ケア
チームが立ち上がったために，業務の１つとして緩和
ケアにかかわるようになった（拠点11，12，20）。一
人職場の場合，従来の業務に緩和ケアが加わり，「手
一杯」という嘆息が聞かれる。ましてや，非常勤雇用
の場合（学会32，40），緩和ケアに意欲と関心があっ
てもできることには大きな限界があり，その限界を超

表１　臨床経験と業務内容との関連

表２　所属科と業務内容との関連

表３　雇用形態と業務内容との関連



兒玉憲一・栗田智未・品川由佳・中岡千幸

― 144 ―

えるためには院内他職種や院外心理士と連携するしか
ない。もちろん，これは緩和ケア独特というより，わ
が国の病院，とくに総合病院心理臨床に共通した困難
といえよう（野田，2007）。
　G1-2：�チーム内の他職種との連携はむずかしいが

大切（６名）
　緩和ケアチームは，多くの医療専門職からなる
interdisciplinary team（Haley, Larson, Kasi-Godley, 
& Neimayer, 2003）で，疼痛ケア専門医，リエゾン
精神科医，緩和ケア認定看護師，緩和ケア専門薬剤師
など，緩和ケアのプロが結集している（長谷川，
2007）。心理士にも，総合病院心理臨床のプロである
とともに，緩和ケアのプロであることを要求される。
緩和ケアには，どの職種にも「こころのケア」や「ス
ピリチュアルケア」が求められ，心理士には他職種の
できない「こころのケア」が求められる。ただ，緩和
ケアチームが立ち上がったばかりの病院では，チーム
内の心理士の役割が不明確で，それゆえ他のコメディ
カルとの連携もむずかしい（拠点４，26，学会13，
31）。ただ，職種との連携のむずかしさを嘆くだけで
なく，学会30のように，心理士に独自の「立ち位置」
を見つけ，連携のプロとして他職種と積極的に手を組
んで仕事をしていく姿勢が不可欠である。
　G1-3：�他職種の期待に応えるべく自分の課題に取

り組む（６名）
　がん医療の現場では，医療従事者から臨床心理士へ
の強い期待がある（佐伯・高石・田妻・横崎・溝岡・
菅野・生田・鈴木・松田・山脇，2008）。その一方で
本調査で明らかになった教育訓練や臨床経験の不足，
制度上の不備があり，心理士として重荷を感じること
も少なくないが，専門職としての自らの課題を見据え，
積極的に取り組んでいる（学会15，22，35，36）。終
末期の患者に深くかかわることで本領発揮する，ラウ
ンド（病室回診）が加わり他の独自の業務とのバラン
スを再構築する，がん患者家族に広く深くかかわるな
ど多様な活動において，自他とどうバランスを保って
いくか課題は多い（学会39）。
　G1-4：�緩和ケアチームの立ち上げ間もなく暗中模

索（３名）
　本調査を実施した2007年は，がん対策基本法が施行
された年であり，がん拠点病院の指定も前年に始まっ
たばかりである。回答者が所属する病院の多くで，法
律の制定に伴いトップダウンの形でがん医療体制や緩
和ケアチームが立ち上がったばかりである。したがっ
て，緩和ケアチームとしてどのように活動したらよい
か，多くのがん拠点病院ではまさに手探りで模索して
いる段階である（拠点22，学会８，29）。それだけに，

病院を超えた連携がきわめて重要な段階といえる。
　G1-5：自分自身の知識不足，経験不足を痛感（３名）
　がん医療体制や緩和ケアチームも立ち上がったばか
りだが，そこに参入した心理士の半数は，臨床経験も
浅くがん患者家族をほとんど担当したことがない，大
学院を修了したばかりの駆け出しの心理士であった。
わが国の臨床心理士養成大学院では緩和ケアに関する
教育はほとんど行っていないので，彼らには予備知識
もない。一方，彼らを採用した病院の多くで心理士の
常勤採用は初めてで，彼らに漠然とした期待はあるも
のの，彼らをどのように育成していくか具体的な方針
もない。拠点２，14，学会37には，心理士と病院の双
方のとまどいが反映されている。
　G1-6：国家資格制度に期待（３名）
　わが国の病院心理臨床においては，雇用の不安定さ
に加え，業務上の制約も少なくなく，こうした問題を
改善するためには，国家資格の創設など制度面の改善
を求める声がある（学会38）。これについては，多く
の人々が法制化の努力を続けているが，現時点ではそ
のめどは立っていない。

本調査への自由記述の分析

目　的
　本調査への意見感想に対する自由記述回答の質的分
析を通して，がん医療現場の心理士の業務や研修，さ
らには本プロジェクトに関する意識を明らかにする。
方　法
　質問の⑥「本調査へのご意見ご感想などがございま
したら，ご自由にお書き下さい」と，自由記述を求め
たところ，25名（37.9％）から回答を得た。
結果と考察
　25個の回答は内容によって，６個の群に分け，表５
に示すように，各グループにタイトルを付け，多い順
に G2-1から G2-6までに並べ，各グループごとに考察
した。前節同様，各回答の末尾の（　）に，回収経路
と，それぞれの回収順の通し番号を付した。
　G2-1：�結果のフィードバックとネットワークづく

りを希望する（10名）
　このグループは自由記述回答の４割を占め，本プロ
ジェクトに調査結果のフィードバックとネットワーク
づくりを要望する声が多かった（拠点18，学会12）。
自由記述の G1-1でも考察したように，この分野の心
理士が一人職場で相談相手もいない状況にいることを
考えると，きわめて切実な要望と受け止めた。
　本プロジェクトでは，こうした要望に応えるため，
調査を行った2007年秋から2008年の現在まで以下のよ
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表４　業務に関する自由記述の分類
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うな活動を試みてきた。
　本調査結果を回答者にフィードバックすることは，
当初からの約束であった。そこで，まず量的分析の結
果を第１報としてまとめ，2008年３月発行の学内紀要
に掲載し，学内ポータルサイトに搭載されてインター
ネットでも読めるようになった（兒玉他，2007）。先
述した本プロジェクトの HP にもリンクした。また，
2007年10月から筆者の一人が管理者となりメーリング
リスト（Palliative Care for/by Clinical Psychologists; 
PCCP）を立ち上げたところ，学会経由の回答者の多
くが PCCP に参加してくれたので，そこでも調査結
果を報告した。ちなみに，PCCP のメンバーは，2008
年９月の時点で220名である。拠点病院経由の回答者
には，調査を依頼した105の病院の院長宛に論文のコ
ピーを送付した。さらに，2008年２月の日本臨床心理
士会主催第14回医療領域における心理臨床ワーク
ショップ（立正大学）及び同年９月の第27回心理臨床
ワークショップ（つくば国際会議場）でも結果の一部
を紹介した。本稿も，当初から予定されたフィードバッ
クの一環であり，第一報と同様の方法で回答者やその
周辺の心理士に届ける予定である。
　もうひとつの要望は，ネットワーキングの促進であ
る。先端医療のなかでもがん医療のネットワーキング
は立ち遅れており，緊急の課題である（兒玉・内野・
磯部，2005）。ネットワーキングの方法のうち，上記
の PCCP のような online meeting は情報ネットワー
クが普及したわが国では有効な方法である。また，
offline meeting，すなわち対面研修として，東京，大阪，
和歌山，徳島，広島，福岡などで臨床心理士によるパ
リアティブケア研究会が開催されている。2008年６月
28，29日には，上記研究会合同の事例検討会を広島で
開催したところ，全国から40名が集まった。こうした
研究会の様子は，参加できなかったメンバーにも

PCCP 上で報告された。一方，ネットワーキングに果
たす学会の役割は大きい。日本心理臨床学会，日本緩
和医療学会，日本サイコオンコロジー学会を舞台とし
た心理士によるがん医療に関する研究発表，シンポジ
ウム，ワークショップがこの数年活発になっている。
第27回日本心理臨床学会では，PCCP メンバーによる
心理臨床ワークショップ，自主シンポジウム，準備委
員会企画シンポジウム，10題の個人研究発表が行われ
た。このように，この分野の心理士のネットワーキン
グが着実に進められている。
　G2-2：�スーパーバイザーリストと事例検討会の情

報提供を希望する（６名）
　本プロジェクトで「病学連携」を提案したところ，
がん・緩和医療を専門とする大学院教員に関する情報
提供及びスーパーバイザーリストの公表の要望があっ
た（学会11，39）。残念ながら，この要望には現時点
でほとんど応えられていない。なぜならば，本プロジェ
クトに協力してくれる大学教員のリクルートが進展し
ていないからである。2007年秋に大学院教員対象の質
問紙調査を試みたが，回収率も低く，回答した大学教
員のほとんどが多忙でスーパーバイザーを引き受ける
余裕がないことがわかった。そこで，当初の方針を変
更して，まずは各地のパリアティブケア研究会ごとに
最寄の大学院教員のリクルートを進めてもらい，各研
究会や事例検討会，さらには学会などの場において，
現場の臨床心理士と大学院教員が出会う機会を増や
し，そのなかでバイザー・バイジー関係が新たに生ま
れるように促していきたいと考えている。
　G2-3：�臨床心理士の緩和ケアへの関与度はさまざま

（３名）
　このグループは，G1-2「チーム内の他職種との連
携はむずかしいが大切」と関連する回答である。所属
病院ががん拠点病院に指定され，心理士が緩和ケア

表４　（続き）
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チームの一員に選ばれたとしても，すべての心理士が
緩和ケアの実践に深くかかわれているわけではない。
緩和ケアチームの中での心理士のアイデンティティを
積極的に構築しようとしている者もいれば（拠点４，
学会20），意欲や関心があっても病院の事情で臨床実
践に参加させてもらえない者もいる（拠点23）。病院
によって心理士の緩和ケアの関与度はさまざまで，そ
のことが本調査への期待となったり，申し訳なさを生
じさせている。いずれにしても，今後心理士の緩和ケ
アへの関与のあり方がどのように変化したか，継続的
に調査していく必要がある。
　G2-4：�大学院で医学･医療の教育をしてほしい（２名）
　「病学連携」では，がん医療や緩和ケアに関して大
学院で院生にどう教育するかが重要な課題である。「大
学院カリキュラムに盛り込んでほしい」と現場からの
要望があった（学会10）。また，大学院教員からは，
緩和医療を含めた医療全般に関する教育を大学院で行
いたいという回答があった（学会15）。大学院のカリ
キュラムはきわめて過密で，新たな科目を設けること

は困難であるが，新たな科目を設けなくても，この分
野に関心を持つ大学院教員が担当する授業の中で総合
病院に心理臨床について積極的に取り上げ，学生たち
に早くからがん医療をはじめとする先端医療に関心を 
持たせることはできる（三木，2002，2006；兒玉，
2007b）。
　G2-5：研究への批判
　拠点24，26は，本調査および本プロジェクトへ批判
的懐疑的な回答である。拠点病院経由の回答者の中に
は，日本心理臨床学会を舞台としたパリアティブケア
研究会の活動に参加していない者が少なからずいた。
そのため，本調査や本プロジェクトの趣旨が十分理解
されておらず，こうした意見があったと思われる。こ
のこと自体が，この分野でのネットワーキングが不十
分であることを示唆している。
　G2-6：回答遅れのお詫び（2名）
　これは期限までに返送できなかったお詫びである
が，以下の事情も反映している。本調査の進行中に
PCCP が立ち上がったので，PCCP 上で回収の督促を

表５　本調査に関する自由記述の分類
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行い，回収率を高めることができた。質問紙調査を実
施する側にとって，便利な時代となった。いずれ
online 上の調査が主流となるであろう。

【注】

１�）本研究は，日本学術振興会平成20年度科学研究費
補助金基盤研究（C）「がん医療現場の臨床心理士
支援のための病学連携の試み」（研究代表者　兒玉
憲一）の一環として行われた。

２�）稿を終えるにあたり，調査にご協力いただいた心
理士の方々やがん拠点病院関係者の皆様，データ分
析等にご協力いただいた広島大学大学院教育学研究
科の蒲池和明，木時慶也，小林知良子，舘野一宏の
４氏に，感謝の意を表する。
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